
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 
 

 

あけましておめでとうございます。 「私学の無償化」の前進に向けて本年もよろしくお願い申し上げます。 

年が明けました。昨年報じたように就学支援金の拡充額が「年収590万円未満世帯まで一律396,000円補助」と決定しました。これで浮く各自治体独自

予算をネコババさせるか、させないかは、都道府県当局に向けた取り組み如何にかかっています。 

 

 
新年が明けました。昨年末

に発表された就学支援金制度

拡充額を受けて、各都道府県

当局が動き始めています。 

都道府県 2020 年度予算

要求に反映させる為にも、「ネ

コババするな」「県独自制度の

拡充へ」の声を知事査定が決

する前に届ける事が重要です。 

 左は、年末12月23日に

知事宛署名の提出を行った新

潟の様子を報じた「すすめる

会ニュース」です。国の拡充

額決定後の行動の為、より具

体的な要請となり、県の曖昧

な回答に父母が訴えを強める

ものとなりました。 

 埼玉では、1月6日に開庁

式へ向かう県職員へ 1000

枚以上のビラ配布を行い、明

日知事交渉を設定しています。 

 早い県では今週、その他の

都道府県でも1月 24日(金)

あたりまでが 2020 年度予

算要求のヤマ場と予想され

ます。年明けの校務多忙期で

すが、やれる事は全てとりく

みましょう。 

１．「県独自制度の拡充」を

県私学当局へ要請する場

面をつくる。 

２．県当局へ電話を入れ、

国拡充で浮く県単独予算

の使途を尋ねる。 

３．県議会議員への要請を

行う。 

４．ネコババを予告してい

る自治体では、県庁前集

会、県庁包囲などの行動

を組織する。  
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